
    資料１－１                             

   （１）計画策定の趣旨（１）計画策定の趣旨（１）計画策定の趣旨（１）計画策定の趣旨     自ら考え行動する自立した消費者を育成するため、市町村や学校、消費者団体、企業など、様々な消費者教育の担い手と連携・協働しながら消費者教育を総合的、体系的に推進するための指針として策定 （２）計画の位置（２）計画の位置（２）計画の位置（２）計画の位置づづづづけけけけ    消費者教育推進法第10条第１項に基づく計画 （３）計画の期間（３）計画の期間（３）計画の期間（３）計画の期間    平成28年度～平成30年度  

奈 良 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 の 概 要奈 良 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 の 概 要奈 良 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 の 概 要奈 良 県 消 費 者 教 育 推 進 計 画 の 概 要 

１１１１    計画の基本的な考え方計画の基本的な考え方計画の基本的な考え方計画の基本的な考え方 

 奈良県の風土や県民性が活きる消費者市民社会の形成奈良県の風土や県民性が活きる消費者市民社会の形成奈良県の風土や県民性が活きる消費者市民社会の形成奈良県の風土や県民性が活きる消費者市民社会の形成    ２２２２    基本理念基本理念基本理念基本理念 

  ３３３３    消費者教育消費者教育消費者教育消費者教育に関する現状に関する現状に関する現状に関する現状 

資料：奈良県消費者教育に関する意識・実態調査（平成26年度） 
◆単独世帯が増加傾向(全国) 
資料：国勢調査(総務省統計局)、日本の世帯数の将来推計(社人研)170,870 199,317 214,404 271,477 260,949100 117 125 159 153 50100150200050,000100,000150,000200,000250,000300,000 平成20年度（2008年度） 平成23年度（2011年度） 平成24年度（2012年度） 平成25年度（2013年度） 平成26年度（2014年度）高齢者に関する相談件数 平成20年度＝100としたときの指数
（件）

資料：平成27年度版消費者白書（消費者庁）  

◆消費者教育を推進するにあたって最も多い課題は「活用できる教材が少ない」 （小学校・中学校・高等学校/上位項目） 2.11.00.50.90.6 1.92.00.40.70.30.1 1.81.41.20.90.3 2.60.1

2.0 0.5 0.6 2.5 3.7 0.6 
2.2 0.5 2.4 0.5 3.8 

0.8 3.2 0.2 0.7 0.4 1.8 0.4 0.8 2.1 1.0 1.9 0.4 0.6 0.4 

0.0 2.0 4.0①点検商法②催眠（ＳＦ）商法③資格商法④内職商法⑤利殖商法⑥マルチ商法⑦キャッチセールス⑧デート商法⑨当選商法⑩次々商法⑪送りつけ商法（ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ・ｵﾌﾟｼｮﾝ）⑫開運（霊感）商法⑬架空請求⑭強引な押し買い（訪問購入）⑮強引な押し売り（訪問販売）⑯二次被害（原野商法など）⑰インターネットトラブル⑱新種の悪質商法
全体(n=1,004)若者のみ(n=167)高齢者世帯のみ(n=249)

(%)

  （１）消費者の成長過程や場、特性に合わせた適切な消費者教育の推進 （２）消費者問題に関する情報提供の充実、情報を読み解く力の向上 （３）各主体と連携した効果的な消費者教育の推進 （４）消費者教育の担い手の確保・育成 （５）消費活動を通じた社会問題の解決、社会貢献に取り組む県民の育成  
４４４４    消費者教育をめぐる課題消費者教育をめぐる課題消費者教育をめぐる課題消費者教育をめぐる課題 

◆悪質商法の被害にあった経験は20歳代～30歳代の若者だけでは“⑰インターネットトラブル”が、高齢者世帯では“②催眠（ＳＦ）商法”が最も高い（県民） 50.7 45.5 30.1 28.7 25.2 0 20 40 60活用できる教材が少ない他に優先課題があり取り組めない教員のスキルアップを図る研修などの機会が少ない指導者や講師となる人材の情報が得られないどのような取り組みをすればよいかわからない (3LA%)(n=286)

◆高齢者に関する相談件数が増加傾向(全国)   

◆消費者教育を実施していない事業所が82.1％ （事業所） 

◆高齢者からの消費生活相談が４割（奈良県） 
◆消費者問題に対する関心度は40歳以上で７割を超える（県民） ◆相談窓口等の認知度は低い(奈良県) 

資料：奈良県消費者教育に関する意識・実態調査（平成26年度） 29.532.434.4 19.619.820.8 29.827.926.0 8.38.710.112.811.18.70% 20% 40% 60% 80% 100%平成17年（2005年）平成22年（2010年）平成32年（2020年） 単独世帯 夫婦のみの世帯 夫婦と子どもから成る世帯 その他の世帯ひとり親と子どもから成る世帯
◆奈良県においては「住んで良し」「働いて良し」「訪れて良し」の奈良県づくりに積極的に取り組むこととしています。 

0.1 0.4 2.1 0.2 3.1 4.3 10.3 9.5 22.0 17.4 26.7 28.5 
0 10 20 30 40消費者ホットライン消費生活相談員国民生活センター消費者庁市町村消費生活相談窓口奈良県消費生活センター

相談したことがある 言葉も内容も理解している (%)32.829.824.19.910.4 17.6

資料：奈良県消費生活センター4,488 4,377 3,896 4,256 4,196869 693 562 491 36327.6% 29.4% 32.0% 38.8% 35.9% 0%10%20%30%40%50%60%01,0002,0003,0004,0005,0006,000
平成22年度平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度苦情 問合せ・要望 60歳以上割合

（件） 5,357 5,070 4,458 4,747 4,559
34.2 35.9 33.4 18.1 23.7 17.7 18.5 38.4 37.7 48.0 59.9 51.0 48.1 44.7 

0 20 40 60 80 10070歳以上(n=276)65～69歳(n=142)60～64歳(n=104)50～59歳(n=170)40～49歳(n=141)30～39歳(n=105)20～29歳(n= 63)
関心がある どちらかといえば関心がある (%)

63.265.874.778.081.473.672.6
行っている16.1%行っていない82.1%無回答1.8%

(n=112)



                          

 目標Ⅰ 多様な場における消費者教育の環境の充実                     (1)教育・保育施設及び小学校、中学校、高等学校における消費者教育の推進 (2)大学、専門学校等における消費者教育の取組への支援 (3)地域における消費者教育の取組への支援 (4)家庭における消費者教育の取組への支援 (5)企業（職域）分野に対する消費者教育の取組への支援 (6)心身の状況や生活環境など消費者の特性に応じた取組の推進 目標Ⅱ 連携と協働による消費者教育・啓発の活性化                  (1)県の消費生活センターの機能の充実 (2)行政機関相互の連携と協力による教育の活性化 (3)消費者・消費者団体・企業(事業者団体)等との連携・協働による教育・啓発の推進 (4)市町村の取組への支援 (5)関連する他の消費者施策との有機的な連携 目標Ⅲ 消費者教育・啓発を担う人材が育つ環境づくり                 (1)学校における消費者教育の担い手の育成と資質の向上 (2)地域における消費者教育の担い手の育成と資質の向上 目標Ⅳ 自立した消費者や消費者市民社会の形成に寄与する消費者の育成  (1)消費者問題の理解のための普及・啓発 (2)消費者問題の解決のための情報提供 (3)消費者市民社会の形成のための気運づくり 

５５５５    達成目標達成目標達成目標達成目標と施策の方向と施策の方向と施策の方向と施策の方向 

  ６６６６    基本理念を実現するために考慮すべき本県の特性や県民性基本理念を実現するために考慮すべき本県の特性や県民性基本理念を実現するために考慮すべき本県の特性や県民性基本理念を実現するために考慮すべき本県の特性や県民性 ●１世帯当たりの１か月実収入額は全国７位  ●１人当たりの個人預金残高は全国４位 ●持ち家比率が全国８位  比較的裕福な県民が多いことから、その財産を狙う悪質商法に注意が必要 ●大学・短大等への進学率は全国８位 ●１世帯あたりの新聞発行部数は全国で４位 向学心に富み世の中の動きに関心が高いことから、新しい消費者問題に対応が可能 ●県外就業率は 29.9％で全国１位      ●昼夜間人口比率の低さは全国３位 多様な消費行動を経験できる反面、消費者被害に遭遇する機会も増大 県民の時代の流れへの順応性の高さや向学心の高さ 人口集中地域と過疎地域という地域の二面性によりもたらされる多様な消費行動 消費者教育の実践モデルを創造する可能性を秘めた環境 など 

  ７７７７    今後取り組むべき今後取り組むべき今後取り組むべき今後取り組むべき施策の施策の施策の施策の具体具体具体具体例例例例 ⅠⅠⅠⅠ----(1)(1)(1)(1)教育・保育施設及び小学校、中学校、教育・保育施設及び小学校、中学校、教育・保育施設及び小学校、中学校、教育・保育施設及び小学校、中学校、    高等学校における消費者教育の推進高等学校における消費者教育の推進高等学校における消費者教育の推進高等学校における消費者教育の推進    ●幼稚園・保育所等向けの消費生活出前講座の実施 ●小学生・中学生・高校生及び保護者を対象としたインターネット安全講習会の開催  など ⅠⅠⅠⅠ----(2)(2)(2)(2)大学、専門学校等における消費者教育大学、専門学校等における消費者教育大学、専門学校等における消費者教育大学、専門学校等における消費者教育の取組への支援の取組への支援の取組への支援の取組への支援    ●県内大学と連携した消費生活講座の実施 ●大学と消費生活センターの連携による消費者 啓発教材の作成  など ⅠⅠⅠⅠ----(3)(3)(3)(3)地域における消費者教育の取組への支援地域における消費者教育の取組への支援地域における消費者教育の取組への支援地域における消費者教育の取組への支援    ●消費者団体等と協働した消費者学習会の開催 ●消費者が食品の生産現場を見学し意見交換を行う「体験型リスクコミュニケーション」の開催 など ⅠⅠⅠⅠ----(4)(4)(4)(4)家庭における消費者教育の取組への支援家庭における消費者教育の取組への支援家庭における消費者教育の取組への支援家庭における消費者教育の取組への支援    ●子どもの消費に関わる事故防止に向けた情報 発信・普及啓発 ●保護者対象の出前講座等の実施  など ⅠⅠⅠⅠ----(5)(5)(5)(5)企業（職域）分野に対する消費者教育企業（職域）分野に対する消費者教育企業（職域）分野に対する消費者教育企業（職域）分野に対する消費者教育の取組への支援の取組への支援の取組への支援の取組への支援    ●新入社員等への出前講座等の実施 ●事業所等が実施する消費者教育の取組紹介 など ⅠⅠⅠⅠ----(6)(6)(6)(6)心身の状況や生活環境など消費者の心身の状況や生活環境など消費者の心身の状況や生活環境など消費者の心身の状況や生活環境など消費者の    特性に応じた取組の推進特性に応じた取組の推進特性に応じた取組の推進特性に応じた取組の推進    ●高齢者を対象とした出前講座の実施 ●介護サービスや障害福祉サービス事業者に対する講座・研修への支援  など ⅡⅡⅡⅡ----(1)(1)(1)(1)県の消費生活センターの機能の充実県の消費生活センターの機能の充実県の消費生活センターの機能の充実県の消費生活センターの機能の充実    ●消費者教育の拠点としての消費生活センターの活用 ●コーディネーターの育成に向けた相談員への研修の充実  など ⅡⅡⅡⅡ----(2)(2)(2)(2)行政機関相互の連携と協力による教育行政機関相互の連携と協力による教育行政機関相互の連携と協力による教育行政機関相互の連携と協力による教育の活性化の活性化の活性化の活性化    ●教員と行政職員との意見交換の実施 ●高齢消費者・障害消費者被害防止情報交換会の開催  など 

ⅡⅡⅡⅡ----(3)(3)(3)(3)消費者・消費者団体・企業（事業者団体）消費者・消費者団体・企業（事業者団体）消費者・消費者団体・企業（事業者団体）消費者・消費者団体・企業（事業者団体）等との連携・協働による教育・啓発の推進等との連携・協働による教育・啓発の推進等との連携・協働による教育・啓発の推進等との連携・協働による教育・啓発の推進    ●県民が主体となって参画する企画提案型の啓発事業 の実施 ●大学生協と連携・協働した大学生対象の啓発の実施 などⅡⅡⅡⅡ----(4)(4)(4)(4)市町村の取組への支援市町村の取組への支援市町村の取組への支援市町村の取組への支援    ●市町村提案のモデル事業実施に向けた支援  など ⅡⅡⅡⅡ----(5)(5)(5)(5)関連する他の消費者施策との関連する他の消費者施策との関連する他の消費者施策との関連する他の消費者施策との有機的な有機的な有機的な有機的な連携連携連携連携    ●保健所との連携による食の安全・安心に向けた出前 講座の実施 ●金融経済教育、環境教育、食育、国際理解教育との連携  など ⅢⅢⅢⅢ----(1)(1)(1)(1)学校における消費者教育の担い手の育成学校における消費者教育の担い手の育成学校における消費者教育の担い手の育成学校における消費者教育の担い手の育成と資質の向上と資質の向上と資質の向上と資質の向上    ●優れた実践事例等を関係教員へ情報提供  など ⅢⅢⅢⅢ----(2)(2)(2)(2)地域における消費者教育の担い手の育成地域における消費者教育の担い手の育成地域における消費者教育の担い手の育成地域における消費者教育の担い手の育成と資質の向上と資質の向上と資質の向上と資質の向上    ●ＰＴＡや子育て支援団体等に対する講師派遣、外部 人材の活用支援   ●消費者団体の育成  など ⅣⅣⅣⅣ----(1)(1)(1)(1)消費者問題の理解のための普及・啓発消費者問題の理解のための普及・啓発消費者問題の理解のための普及・啓発消費者問題の理解のための普及・啓発    ●製品事故に関する効果的な啓発の実施 ●「消費者フォーラム in 奈良」  など ⅣⅣⅣⅣ----(2)(2)(2)(2)消費者問題の解決のための情報提供消費者問題の解決のための情報提供消費者問題の解決のための情報提供消費者問題の解決のための情報提供    ●メディアを活用した総合的な周知・啓発の実施 ●消費生活相談の内容分析に基づく消費生活における必要かつ適切な情報提供  など ⅣⅣⅣⅣ----(3)(3)(3)(3)消費者市民社会の形成のための気運消費者市民社会の形成のための気運消費者市民社会の形成のための気運消費者市民社会の形成のための気運    づくりづくりづくりづくり    ●「消費者市民社会」等に係るキャッチコピー等の募集・普及 ●安全・安心に向けた講座の開催を通じた情報提供   など ○推進体制     ○進行管理  
８８８８    計画の推進計画の推進計画の推進計画の推進 ・県庁内の他部局や県内消費者団体、大学、事業者等との連携による効果的な推進 ・県と市町村の役割分担を考慮しながら、市町村の取組を支援し連携を実施 ・幼児期から高齢期に至るまでの体系的な消費者教育の推進 毎年度の施策と関連事業の実施状況の把握及び奈良県消費者教育推進部会（消費者教育推進地域協議会）への報告、情報共有の実施 このような本県の特徴や県民性に配慮し、各特性から強みを見出し、それを活かした 取組に努める。 

出典：100の指標からみた奈良県勢(平成27年度版)等 


